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Ⅰ はじめに
2000年に介護保険制度とともにスタートした成
年後見制度は，2011年には家庭裁判所への審判申
し立て件数で3万1千件に達している。介護保険サー
ビスを利用するためには，要介護認定やケアプラン
作成のほか，介護サービス事業所との契約も必要に
なるが，双方の意思の確認を行う一方である人(利
用者)の判断能力が不十分であればそれを補う必要
がある。成年後見制度はそれを担うものであるため
に，介護保険と両輪で介護サービスの社会化を促進
するものとされてきた。しかし2012年 8月の厚生
労働省発表によれば認知症高齢者の数は305万人と
推計されており，さらに同省研究班が2013年 6月
に発表したものによれば，2012年の時点で高齢者
の内15％に認知症があり，その数は462万人に及ぶ
とされた。大幅に認知症高齢者が増えていることが
うかがわれる。契約が必要な介護保険利用に限らず
生活の様々な部面で意思決定をサポートすることの
必要性が高まっているといえる。このまま従来の親
族や専門職による後見のままで需要を満たすことが
できるのか，できない場合にそれを補う方法はある
かは早期に検討され準備されることが求められてい
る。
本論では特に「後見」について，親族や専門職以
外がかかわる状況に注目し，その意義や役割，また
現状における課題を指摘する。なお，意思決定を支
える成年後見制度では，対象者の判断能力の程度に
応じて「後見」「保佐」「補助」と，支援の仕方や程
度が異なるが，その詳細の記述は本論の主たる目的
ではない。
Ⅱ 市民後見とは
親族が後見人となる場合を「親族後見」というが，
それ以外の場合を「第三者後見」としてまとめて捉
える。「第三者後見」には，弁護士・司法書士・社
会福祉士といった専門家が関わる「専門職後見」と
一般市民が関わる「市民後見」が含まれる。この仕
組みを作るために参考にしたドイツの制度では国が
関わる「公後見」があるが，日本では現在，国が直
接に後見業務を行う仕組みになっていない。さらに
市町村や社会福祉協議会が関わる「法人後見」とい
う形式がある（表 1）。市町村等の「行政による協
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力体制の整備と充実は､成年後見の『社会化』にお
いては欠かすことができない条件であり､市町村長
申立てはその重要な指標」といえる。2009年8月
時点で全国の市区町村社会福祉協議会77か所で法
人後見を実施していることが分かっており，法人後
見の数は増加してきている1）。
表1は後見人の特性として「他人性」に注目して
いる。これは後見人が，後見を受ける人を，「自分
とは別に権利を有する個人」であることを認識でき
るかをみる視点であるといえる。被後見人が身内で
ある場合には，後見人がその人を家族外の人と同じ
ように意志や権利を尊重することが難しいことがあ
りうる。その点，第三者後見人であれば「他人性」
をある程度確保できる，すなわち権利擁護につなが
ることが優れた点であると言えよう。第三者後見人
はさらに3つに分かれ，それぞれ特徴があるが，
後述するように，市民後見人は被後見人の近いとこ
ろで同じように生活している市民が関わるのであり，
地域社会での支え合いの一つの形である。
成年後見制度が始まった当初は「親族後見人」を
中心としていたところ，後見を必要とする人の増加
に伴い対応しきれない状況になり，「専門職後見人」
による対応が模索されたが，2005年当時，全国的
に見て後見業務に関わる専門家は9000人程度で，
しかも兼務していることが明らかになった。後見人
不足の状況をさらに打開していく方法として「市民
後見」の検討がなされ，2011年には厚生労働省に
よる「市民後見推進事業」開始とともに，老人福祉
法を改正し，市町村には市民後見人を養成していく
努力義務を課すに至っている（2012年4月施行）。
「市民後見推進事業」は①研修の実施，②組織体制
の構築，③活動支援，④その他市民後見の推進に関
する事業をその内容としているが，2012年度では
87市区町がこれに関わり，2011年からは高齢者権
利擁護等推進事業の中で「都道府県市民後見人育成
事業」が行われ，市民後見人の研修による育成が進
められているものである3）。
このような経緯のなかで「第三者後見人」の割合
は伸び，2012年には全体の51.5％を占めるに至っ
ている4）。しかし第三者後見人の中での主な成年後
見人と本人の関係をみると，専門職後見人が多くを
占めるのに対し，現状では「市民後見人」の数は伸
びているものの全国でまだ131人に過ぎない（図1）。
市民後見人の理念について，岩間5）は「権利擁
護と地域福祉の担い手」の二面から捉えることがで
きるとしている。前者は成年後見制度の中核である
が，それを市民の参画で行うところに地域福祉の展
開があるという見方である。また市民後見人たる成
立要件として以下の5つを示している。
①専門職ではない一般市民
②家庭裁判所から選任された第三者後見人
③ボランティア精神に基づく市民活動
④行政が関与する支援組織による養成・活動支援
⑤市民としての特性を活かした後見活動
とりわけ，⑤については被後見人と同じ居住地域
に住んでいて生活の環境を理解していること，また
頻回に訪問できることが「市民としての特性」と解
され，専門職後見よりも秀でた特徴と受け止められ
る6）。
この考えに基づいた岩間による市民後見人の定義
とは以下のとおりである。
市民後見人とは，家庭裁判所から成年後見人等
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表１ 後見人の種類とその主な特性（井上，2012年，p74－752）から作成）
後見人の種類 特性
親族後見人
本人意思を理解しやすいが，「他人性」の認識・権利擁護の意識欠
如の危険がある。
第
三
者
後
見
人
専門職後見人
専門知識・経験を有し，また専門職倫理観・「他人性」の認識・権
利擁護の意識を有するが，専門分野外の不得手もある。
法人後見人
自然人でないために「死亡」がなく，「他人性」の認識があるが，
責任が希薄になりうる。法人の職員等に対して権利擁護等の意識醸
成の研修や組織構成における補充が必要になる。
市民後見人
一般市民の目線で被後見人の生活をみることができ「他人性」の認
識を有し，また地域密着型の活動の展開，本人とのかかわりを充実
できるが，権利擁護の意識については研修等で補充が必要である。
として選任された一般市民のことであり，専門
組織による養成と活動支援を受けながら，市民
としての特性を活かした後見活動を地域におけ
る第三者後見人の立場で展開する権利擁護の担
い手のことである。
市民性は様々に評価されうるが，支援を受ける人
の近くに住む住民が担う近接性と合わせて従前の後
見人では不足していたところを補完する意味がある。
その内容を含め，市民後見人の意義や役割について
次に確認する。
Ⅲ 福祉的意義及び役割
市民後見人が他の後見人と異なることを示す特徴
として活動特性があり，次のものがあげられる7）。
1）市民と行政との協働
後見業務においては家庭裁判所のかかわりがあ
るが，重要な後見業務を市民に任せる場合に，行
政がかかわることで信任を得ることができるとい
うもの
2）市民としての特性の活用
専門職にない「市民感覚や市民目線」により地
域住民の権利擁護に貢献できるというもの
3）地域の支え合い活動の発展・応用
すでにある支え合い活動の延長線上に後見活動
を位置づけ，同じ居住地域に住む住民が短時間
（おおむね30分以内）で訪問できる地域福祉の担
い手が市民後見人であるとするもの
4）きめ細やかな活動が可能
同じ居住地域の生活者であることから週1回程
度の頻回訪問により被後見人との関係づくりがで
き，生活実態・適切なニーズ把握ができるとする
もの
5）ボランティア精神の発揮
3）にみる支え合い活動であり，ボランティア
精神の市民活動であるというもの
5）に示される「ボランティア」との関連性につ
いては，家庭裁判所が「公的任務」を任せるもので
ある以上は，勝手に始めたり止めたりできず，また
適正な後見業務がなされない場合に解任などの対応
がとられることも注意すべきところである。すなわ
ち，地域の中で住民同士が支え合う活動である一方
で，公的な機関の関与によって質の担保が図られ信
頼とともに責任も生じるのである。
また，市民後見人の受任パターンを整理すると表
2のようになる8）。市民後見人の養成を進めようと
する自治体において，一つの理想が一般市民による
「単独受任」だとしても，職務をスムースにはじめ，
市民後見の現状と課題
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図1 成年後見人等と本人との関係別件数（最高裁判所事務総局家庭局4），2013年；一部抜粋）
十分な対応を図っていくことは容易でないため，被
後見人からすれば複数のかかわりが得られる方式の
方が全体としては良好な結果になるのではないかと
考えられる。そういう配慮では，後見人ではないも
のの，後見業務に関わっていく方法として，法人後
見の下で行う「後見支援員」が有効であると考えら
れる9）。
新しい公共や共助を進めていく考えから，住民と
行政によるパートナーシップや協働の必要性が強調
されるようになっているが，それは「共助」のあり
方を問うものでもある7）。特定の対象に対する選別
的福祉から国民全体の普遍的福祉への変化は超高齢
社会にあっては誰もが長生きする中で互いに助け合
う社会への変化を促し，支えられる人だけでなく支
える人（担い手）をどうするかの問題でもあり，そ
の担い手を増やしていくところに行政のかかわりが
求められている。とりわけ，市民後見人の養成につ
いては老人福祉法改正（2011年）により第32条の2
に市町村による養成の努力義務が明示された。
一方で，市民後見の中で表2にみる①の単独受
任にはいまだ至らず，市町村社会福祉協議会（市町
村社協）などが法人として後見業務を行う場合に，
前述した市民が「後見支援員」として関わる形式が
ある。市町村社協にはすでに生活支援員（日常生活
自立支援事業）があり，後見支援員との役割や位置
づけの区別が問題になりうる。いずれも「判断能力
が不十分な人」を支えるものであるが，さらに渋谷
が述べるように，対象者を「日常の生活管理に不安
を感じている人」まで範囲を広げた場合，地域にお
いて見守り等支援を個人的・組織的に行っている住
民・ボランティアも同様の役割を果たしていると考
えられ，いよいよ地域での支え合いは複雑とも見え
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表２ 受任パターン （岩間，2012年，p218），改変）
受任パターン 内容 メリット デメリット
①単独受任方式
市民が最初から単独で受任 市民が自覚と責任を
もって活動
初動期，困難事例における
支援組織によるサポート
②リレー方式
専門職がまず受任し，市民
に引き継ぐ
専門性が必要な事態
は専門職が対応
的確な引き継ぎの必要
③複数後見方式
市民と専門職が複数で受任 専門職との役割分担
で効果的
専門職の市民後見に対する
理解が必要
④２段ロケット方式
複数後見で受任し，その後，
市民が単独で継続する
専門職が市民を伴走
的に支援
被後見人の状況により，専
門職辞任の見極めが困難
図２ 社会福祉協議会における権利擁護のとしての法人後見（渋谷8），2012年）
る。このような状況の中での「市民後見人」の独自
性は何か。
市民後見人は上記2種の支援者とは「担い手自
身が責任主体」という点が異なるとされるものの，
後見支援の観点からは，様々な支援が必要であり担
い手の事情を汲みながら活動するとなれば一概に市
民後見人と後見支援員のどちらが良いともいえない
というのが現状のようである8）。地域においての担
い手は同一人が複数の役割を掛け持つことが可能で
あり，市民後見人養成の方法も生活相談員活動を経
験してもらったり，後見支援員としての活動から始
めたりするなど多様であればよいので，実情をみな
がら，担い手にとって適切な役割を見出せるような
関わりが市町村社協には求められていると言えよう。
Ⅳ 法制度における市民後見の位置
図3のように法制度上は民法第7条を基盤とし
ながら，被後見人の特徴から様々な法律が関わって
いる。また家庭裁判所による審判のかたちで司法も
関わっている。「行政の領域」はその担い手を示し
ているが，例えば市町村（福祉事務所）は「福祉の領
域」の法律に沿った事業等を実質的に担うものに含
まれる。市町村は司法と行政・法の実施にかかわる
重要なアクターである。法人後見を担う市町村社協
は「市長申立て」から家庭裁判所を経て受任を決定
する形になるが，市町村社協が市民後見人を養成し，
研修を受け実務的研修を終えた人らを市民後見の人
材のバンクとして保持し，日常生活自立支援事業の
支援員を経験したのちには自立・独立した市民後見
となることが期待されている。
このような法制度の関係を市民後見人が把握し，
意識しながら後見業務に取り組むのは簡単ではない。
特に社会福祉の法制度がめまぐるしく変わっていく
中では，制度の利用や他の事業・制度とのつなぎに
は，行政をはじめ，それに詳しい者の支援が必要で
あろう。また，サービス利用が本人のためになって
いないようなケースに支援を中断できるかという力
量も問われる。
さらには，「後見」以外の，判断能力がまだ残さ
れている場合（保佐，補助）も含められるようになれ
ば，判断能力が失われていくプロセスの中でシーム
レスな支援の維持を行うことが後見業務では必須と
なろう。そういう点で法律の専門家らとの連携が重
要である。
市民後見の現状と課題
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図3 民法と関係法制度（大貫，2013年10）；一部改変）
Ⅴ 市民後見の課題
2012年6月には「地域社会における共生の実現
に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関
係法律の整備に関する法律（平成24年法律第51号）」
が成立し，その地域生活支援事業の中で，「障害者
に係る民法に規定する後見，保佐及び補助の業務を
適正に行うことができる人材の育成及び活用を図る
ための研修を行う事業，意思疎通支援（手話その他
厚生労働省令で定める方法により障害者等とその他
の者の意思疎通を支援することをいう。以下同じ。）
を行う者の派遣その他の厚生労働省令で定める便宜
を供与する事業並びに意思疎通支援を行う者を養成
する事業を加えること」（2013年4月施行）とされ
た。すなわち，障害者福祉の観点からも市民後見人
の養成が進められることが期待される。
また2013年3月には成年後見人が付いた者（被
後見人）は選挙権を失うとの公職選挙法の規定（第
11条）を東京地方裁判所が「違憲」と判断した。そ
の後，安倍政権は類似裁判が頻発する事態に備え控
訴したが，5月27日には改正公職選挙法が成立し，
約14万人に投票の機会が与えられ，原告と国は和
解するに至った。一方で，原告弁護団は総務省に要
望書を提出し，選挙に関するわかりやすい情報提供
や投票所への移動支援，投票所までの付添人等から
投票所の支援者への円滑なつなぎ，など選挙権行使
を実質的に保障するための現場での対応力が問われ
ている。こうした場面での支援は，将来には市民後
見の役割の一部となることも考えられる。
市民後見人養成はまずは後見を必要とする人のた
めになされるが，そのプロセスを通じて地域住民が
互いに支えあう福祉コミュニティが形成される意味
で，すべての人を利用の対象として包含していくも
のである。後見業務の担い手は，現時点において支
援をする者であるが，将来自らがその支援の利用者
となりうる。市民後見人となった人の中には既にそ
のことを見通して自分やその家族に還ってくる事業
ととらえ協力している人がいる。その参加の動機は
以下のようなものである。「．．．近い将来，私たち
夫婦や子どもたちがお世話になるはずの制度に，自
分で支援する立場としてかかわってみることで，支
援を受ける側が安心できる制度にしたい．．．」11）。
ここに語られている想いは，本人にその明確な意
識があるかどうかはわからないが，地域住民がサー
ビスを利用するばかりでなく，サービスを提供する
存在であるべきとする社会福祉法第4条の地域福
祉の推進に通ずるものであり，市民後見人はその担
い手であるということができる。さらに団塊の世代
が高齢者となり，地域での活躍できる役割を考えた
とき，「社会経験も豊富であり，肉体的・精神的に
も健康」なこの世代への期待は大きい12）。そうした
ことから，今あるニーズを満たすという考えではな
く，地域づくりとして市民後見人を養成していく視
点が必要ではないだろうか。
今回は中心課題から外した「補佐」「補助」につ
いては，家庭裁判所での審判では「後見」と比べて
数が少ない傾向があり，本人の権利制限が多い。こ
れは一方で，業務量が多く，責任も重い後見業務を
生み出していることでもある。本人の権利擁護と支
援のあり方を問う問題であり，市民後見のあり方も
そこで問われることになろう。
Ⅵ さいごに
本稿では，今後広まることが期待される市民後見
について，最近の状況と期待される役割，そして課
題のいくつかを示した。残された課題としてその一
つには，後見に対する報酬をどうするかがある。現
在は，市民後見人による報酬請求は「申し立て時に
判断する」というのが家庭裁判所の立場である13）。
宮内ら14）の研究によれば，平均月報酬額は約3万
4千円であり，また上下の格差は月約35万円から月
約2千円まで，大きな開きがある。これは家庭裁
判所が後見支援の実態から決定するものであるから，
それぞれ「適当」と判断されたものでる。しかしな
がら，それでもこのような開きがあるときに，現在
は無償での支援であることが多い市民後見人のあり
方を問うことになろう。すなわち，地域での支え合
いであり，資力の限られた住民を支援する市民後見
人に対して，多額でなくとも諸々の実費をカバーで
きる程度の額は，どこの自治体でも支払われること
が必要と考えられる。
また，関連する事業（たとえば富山市社会福祉協
議会における「福祉後見サポート事業」）との関係
を整理して，協力しようと考える市民にわかりやす
い仕組みにしていく必要もある。業務の内容や制度
の理解は事業の継続に欠かせない。
市民後見が支援を必要とする人の近隣に住む地域
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住民によって支えられるためには，成年後見制度そ
のものの理解と後見業務についての具体的な研修，
市町村社会福祉協議会等による法人後見の仕組みの
確立，そして知識と技術を備えた市民を後見業務の
候補者（後見支援員等）として確保していくことなど，
時間をかけながら仕組みを築いていくことになろう。
地域福祉において公的なフォーマル・サービスだけ
でなく，市民の支え合いによるインフォーマル・サー
ビスが重要であるが，市民後見はその間に位置し，
地域生活を意思決定の面を中心に支えるサービスと
して普及していくことが望まれる。
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